
ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業公募（国庫補助協

議）要領（二次公募） 

 

標記国庫補助協議については、別紙様式（協議書）の提出によることとする。 

なお、協議書の作成及び提出については、以下１～９を十分に踏まえて行うこと。 

 

１ 提出書類 

別紙様式「ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業国庫補助協議

（応募）について」に定める書類 

 

２ 提出期限 

令和７年６月１３日（金）正午必着 

        

３ 提出方法等 

(1) 提出方法 

電子媒体による。 

公募要領別紙様式および別紙様式に定める書類（別紙１～４）をまとめたＰＤＦフ

ァイル１部と「６．添付書類」をまとめたＰＤＦファイル1部を下記電子メールアドレ

スあてに提出すること（送付する際のメールの件名は「【自治体（団体）名】、令和

７年度（令和６年度からの繰越分）ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モ

デル事業公募応募」と入れること。）。 

※別紙１～４につき、押印した書類については、押印した原本をＰＤＦ化して送信

してください。また、併せて原本を下記提出先に送付してください。押印した書

類が無ければ、郵送は不要です。 

(2) 提出先（送付先） 

こども家庭庁成育局成育環境課居場所づくり係 

E-mail：seiikukankyou.ibasho@cfa.go.jp  

T E L： 03-6861-0229 

     （〒100-6090 東京都千代田区霞が関３－２－５ 霞が関ビルディング21階） 

 

４ 公募する事業 

都道府県又は市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。）（以下「都道府

県等」という。）が実施主体となって、居場所づくりに係る検討を行う事業（以下、

「モデル事業」という。）を公募する。 

なお、令和６年能登半島地震により被災した自治体が取り組む、被災したこどもの心

の負担軽減や回復等を目的とした居場所づくりをテーマとするものに限る。 



 

５ 事業採否の決定方法について 

応募のあった事業については、「ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデ

ル事業企画評価委員会」(以下「企画評価委員会」という。) に諮り、採択の可否等を決

定する。 

なお、次のいずれかに該当する事業は採択しない。 

(1) 令和８年３月31日までに終了しない事業である場合 

(2) 事業内容がこどもの居場所に対して効果的な支援方策を明らかにするという目的に

合致していない場合 

(3) 他制度による補助対象事業（注）及び国庫補助が廃止（一般財源化）された事業 

(4) 第三者への資金交付を目的とした事業 

(5) 事業の大部分が設備又は備品の購入等である事業 

(6) 営利を目的とした事業 

(7) 補助対象額が50万円に満たない事業 

(8) 事業に携わる者と経理に携わる者が兼務している場合 

(9) 事業の主たる目的が教育活動であるもの 

(10) これまでに、本事業に採択された団体による、同様と解される取組（ただし、令和

６年能登半島地震により被災したこどもの心の負担軽減や回復等を目的とした居場所

づくりについては除く） 

 

注 他制度による国庫補助制度等で想定している事業は以下のとおり。これ以外にも対象

となる。 

○内閣府所管 

・子ども・子育て支援交付金 

・児童虐待・DV 対策等総合支援事業費補助金（支援対象児童等見守り強化事業等） 

・母子家庭等対策総合支援事業費補助金（こどもの生活・学習支援事業、地域こど

もの生活支援強化事業等） 

・子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金（児童館における健全育成活

動等開発事業） 

・保育対策総合支援事業費補助金（放課後児童対策に係る部分等） 

・児童保護費負担金（自立援助ホーム等） 

・障害児入所給付費等負担金（放課後等デイサービス等） 

 

○厚生労働省所管 

・生活困窮者就労準備支援事業等補助金（生活困窮世帯の子どもの学習・生活支援事

業等） 

 



 

○文部科学省所管 

・学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金（学校を核とした地域力強化プラン） 

 

６ 補助基準額等 

(1) 補助基準額 

500万円を上限とする。 

(2) 補助率 

定額（対象経費の10／10相当） 

(3) 補助対象経費（[ ]内は社会福祉法人等における対象経費名） 

事業の実施に必要な報酬、給料及び職員手当等［賃金］、共済費、報償費［諸謝金］、

旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費［会議費］、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、

役務費［雑役務費、通信運搬費］（通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料、保険料)､

委託料､使用料及び賃借料、備品購入費、負担金、補助及び交付金 

※ 上記補助対象経費以外の経費の計上は認められない。 

また、補助対象経費の基準額の考え方は、別添「国庫補助協議額積算上の費目単価」

にあるとおりとするため、必ず参照すること。 

 

７ 事業終了後に提出する報告書（以下「成果物」という。）について 

(1) 事業に係る成果物については、以下の構成により作成すること。 

 

 

 

 

 

 

(2) 成果物については、取りまとめた事業の成果だけでなく、分析・考察を導くための

検討の経過等、詳細な記入を行うよう心掛けること。 

(3) 成果物の表紙には、「令和７年度（令和６年度からの繰越分）こどもの居場所づく

り支援体制強化事業（ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事業）」

で実施した事業であることを明記すること。 

(4) 成果物はＡ４版で作成し、こども家庭庁に提出すること。 

(5) 成果物は電子メール（１ファイル10MB以内、それを超える場合は10MB毎に分割する

こと）により提出すること。 

   ※一太郎による提出は不可。 

(6) 事業実績報告書提出後は、成果物を実施主体のホームページ上に掲載する等、国民

に対して積極的に情報提供を行うこと。 

① 事業要旨（概要をまとめたもの） 

② 事業目的 

③ 事業の実施内容（成果に至るプロセスを記入） 

④ 実施結果 

⑤ 分析・考察 

  



 

(7) 実施結果については、事業終了後１か月を経過した日までに国に報告すること。 

(8) 実施主体においては、実施結果等の事業実施状況について、国からの求めに応じて、

適宜報告を行うものとする。 

(9) 国における本取組の展開のため行う会議、ホームページ上での発表等に協力するこ

と。 

 

８ 留意事項 

(1) 補助対象は、内示日（事業採択通知の発出日）から令和８年３月31日までの事業費

となるので留意すること。 

(2) 所要額内訳書に対象経費として計上していない経費は、後に補助対象として認めら

れないため、応募の際は漏れなく記入すること。 

(3) 事業終了後、提出された成果物等を基に企画評価委員会において事後評価を行い、

その評価結果については、事業実施者に対し個別に通知する。 

(4) 会計検査院の検査の対象にもなることから、都道府県等においては、補助金と事業

に係る予算と決算との関係を明らかにした交付要綱の様式１による調書を作成すると

ともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、当該調書及び証拠書類

を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管すること。また、社会福祉法人等において

は、本補助金の収入及び支出に関係する帳簿及び証拠書類（契約書、請求書、領収書及

び管理簿等）を、事業終了後５年間保管すること。 

  

９ 補助金執行の適正性の確保 

(1) 本補助金は「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」の規定により交付

されるものであり、不適正な使用が認められた場合、刑事罰が科されることがあるの

で、適正な執行に努めること。 

(2) 事業の執行状況及び経理状況を調査するため、事業の実施中又は終了後にこども家

庭庁職員による現地調査を行う場合があることに留意すること。 

(3) 事業が採択された場合には、所属職員に対して本補助金に関する不正行為等を発見

した場合の国への通報窓口（本補助金の事務局）を周知すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

別添 

 

国庫補助協議額積算上の費目単価 

 

事業の実施主体は、本事業を申請するに当たり、積算内訳に計上する経費については、

原則として次に規定されている基準および基準額の範囲内で積算するものとする。 

ただし、以下に規定されていない経費または基準額によることが困難な理由がある場合

であって、使用する経費の積算および使用する理由が明瞭かつ的確に示すことのできる書

類を作成の上、企画評価委員会に予め提出した結果、事業が採択された場合にはこの限り

ではない。（［ ］内は、社会福祉法人等における対象経費名である。） 

 

１ 報酬（検討会等の委員手当）[円/回] 

ア．委員長 16,400円 

イ．委 員 14,000円 

※ 単なる業務上の打合せは、検討会等には含まない。 

※ 検討会等に応募団体の役職員が出席した場合の当該役職員に対する報酬は補助対

象外である。当該役職員に対して、別途法人から給与等が支給されていない場合も

同様とする。 

 

２ 給料及び職員手当等［賃金］（雇上賃金）[円/日] 

実施主体の給与規定等によるものとする。規定が無い場合は、地域の実情を参考に、人

件費の支給基準を決裁等により予め決定しておくこと。 

※ 本事業から支弁する賃金について、本事業以外の業務・出張等に支弁しないこと。 

※ 地方自治体職員に支払う給料及び職員手当等について、会計年度任用職員及び臨

時的任用職員へ支給されるものに限る。 

 

３ 報償費［諸謝金］(講演会等の講師謝金)[円/時間] 

ア．大学教授級 7,000円 

イ．准教授級  6,100円 

ウ．その他   4,600円 

※ 応募団体の役職員が行った講演に対する謝金は補助対象外である。当該役職員に

対して、別途法人から給与等が支給されていない場合も同様とする。 

※ 事業採択後は、報償費の支払いについて、会議への出席依頼や、会議の開催日時、

内容等を示す資料を整理しておくとともに、支払日、支払理由、支払先及び額等を

明記した管理簿を作成し、領収書（無い場合は銀行振込受領書等）とともに適切に

管理し、保存すること。 



 

４ 報償費［諸謝金］(原稿執筆謝金)[円/原稿用紙（日本語400字１枚当たり）] 

2,000円 

ただし、執筆者、内容等により増減額できるものとする。 

※ 応募団体の役職員が行った原稿執筆に対する謝金は補助対象外である。 

 

５ 旅費 

最も経済的かつ合理的な経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算した額 

（航空機においてはエコノミークラス以外、鉄道等においてグリーン車等の特別料金

は認められない）。ただし、事業遂行上の必要又は天災その他やむを得ない事情に因り最

も経済的かつ合理的な経路又は方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路

及び方法によって計算した額。 

なお、タクシーやレンタカー等の利用は、やむを得ない場合を除き認められない。 

※ 旅費の支出にあたっては、業務の遂行上必要と認められる合理的な人数及び期間

とすること。 

※ 旅費は、原則精算払いとすること。（概算払いの場合は必ず精算を行うこと。） 

※ 海外渡航経費は、事業遂行に必要不可欠と認められるもの以外は補助対象外とす

る。 

※ 先進地等の視察を目的とした旅費は、真に必要と認められる場合を除き、補助対

象外とする。 

※ 会議等の出席の際に懇親会等の経費が含まれている場合は、当該経費を控除した

額を対象とすること。 

※ 協議書での旅費の積算は、事業目的との関連性を明確にするため、旅行目的、旅

行先、人数および回数等をできる限り具体的に明記すること。 

※ 旅費の積算に当たっては、応募団体の規定に沿って積算すること。当該規定につ

いては、追って提出を求める場合がある。なお、規定がない場合は、国家公務員の

旅費の支出基準等を参考に、旅費の支給基準を決裁等により予め決定しておくこと。 

※ 事業採択後は、旅費の支払いについて、支払日、旅行目的、支払先、区間及び額

等を明記した管理簿を作成し、領収書等と共に適切に管理し、保存すること。 

 

６ 需用費 

（1）消耗品費 

本事業においては、事業を実施する上で必要な物品であって、使用することにより

摩耗し、耐用年数が１年未満の物（15 備品購入費に属さない物）について計上するこ

と。 

 

 



 

（2）燃料費 

事業の実施に必要な燃料代 

 

（3）食糧費［会議費］ 

食料や食材料費の購入に係る費用 

  【認められない経費の例】 

団体の会議等で提供した食事等に係る費用（研修会や打ち合わせ等における講師等

の飲料等を除く） 

 

（4）印刷製本費 

本事業においては、調査票及び成果物等の印刷製本費（13 委託料に該当するものを

除く。）について計上すること。 

なお、印刷物については、過剰な装丁等を行わないこと。また、印刷部数についても

必要最小限とし、事業成果の普及・周知にあたっては、ホームページの掲載や、電子媒

体（CD-R）等での配布を基本とすること。 

 

（5）光熱水費 

事業を実施するにあたり発生する光熱水料 

  なお、団体の運営に係る事務所等において発生する光熱水料は、補助対象外となる。 

 

（6）修繕料 

事業を行うために必要な経費であって、原則として当該事業のために使用されること

が特定・確認できるもの。 

 

７ 役務費［雑役務費、通信運搬費］（通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料、保険

料） 

郵便料、運搬料等の通信運搬費、銀行振込手数料、収入印紙等 

 

８ 委託料 

委託料を計上する場合は、あらかじめ業者から見積書を徴すること。当該見積書につ

いては、追って提出を求める場合がある。 

契約予定価格が50万円（消費税込み）以上の契約を行う場合は、複数の見積書を徴し

た上で契約を行うか、競争入札又は企画競争入札に付すこと。 

 

９ 使用料及び賃借料 

事業の実施に必要な会場借料、車両等の借り上げ等もっぱら事業の実施にあたり、必



 

要となる場合で、事業実施に必要な最小限の期間に限る。 

 

10 備品購入費 

本事業においては、備品として購入しなければ、事業の遂行が困難となるもので、耐

用年数が１年以上の物（6 消耗品費に属さない物）について計上すること。 

なお、上記の場合であっても、通常、事業所に備えている備品（例：パソコン、ソフト

ウェア（ＯＳ、文書作成ソフト、拡張子変換ソフト、表計算ソフト等で、一般的な事務処

理に使用されるもの）、プリンター、ＩＣレコーダー、デジタルカメラ、タブレット型携

帯端末、コピー機、机・椅子、キャビネット、自動車、電話（携帯電話を含む。）等）及

びその他、本事業以外の様々な目的・用途に使用可能な物品は補助対象外とする。 

 

11 その他の経費 

社会通念上相応の単価を用い、事業内容に照らして適切な員数、回数、数量等を見込

んで積算すること。 


